









































の第 284 条の文言は，遡れば EU会計指令の国内法化のための法律として 1985 年 12 月 19 日に
発効した会計指令法（Bilanzrichtlinien‒Gesetz : 以下 BiRiLiG）の制定に伴って商法規定に組み込
まれたものであった。当初の条文では同条第 1項は第 1文のみであり，比較的長文の中に上記と
ほぼ同様の文言が含まれていた。この条文は，2009 年 5 月 29 日発効の会計法規現代化法6


































































































前後の新旧の第 255 条，第 275 条および第 285条17 がここでの主な考察対象となる。
₃.　BilMoG 制定前の損益計算構造と製造原価規定にみる選択権 























まま加算減算がおこなわれることになる。ここまでの計算要素に続く項目番号 9から 11 の要素
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は，企業の外部への資金投下により獲得された財務収益を示している28。更にこれに続く項目番
号 12 と 13 の要素は，企業の外部への資金投下および当該企業への外部企業からの資金投下によ
り発生した財務費用を示している29。これらの項目番号 9から 13 までを財務損益の計算区分と
みなすことができる30。ここまでの計算要素の加算・減算により項目番号 14 において経常的事
業活動の成果が求められる。これは営業損益と税務損益とを合算したものに他ならない。それ以
降の計算では，項目番号 15～19 において通常の事業活動以外の損益31 として，項目番号 15 の臨










































なお，旧第 275 条による規定上の計算項目は，図表 1の通りではあるものの，Coenenbergに
よれば33，当該規定には明記されていない図表 1以外の項目が以下のような他の条文に従って追




び 22 の下位区分項目，また旧第 277 条第 3 項第 1文，すなわち「旧第 253 条第 2 項第 3文によ
る計画外の減価償却費及び旧同条第 3項第 3文による減価償却費は，その都度区分して計上する

















ている記載事項のうち，項目番号 1と 2の要素の差し引きにより項目番号 3の売上総利益が求め





番号 13 において経常的事業活動の成果が求められ，更に項目番号 14～18 において臨時収益，臨
時費用，臨時成果といういわば特別損益要素，および所得税及び収益税，その他の租税という税



























































































　　合　計 　250,000 　100,000 　150,000
共通費
　その他人件費 　110,000    30,000    20,000    40,000 20,000
　工場消耗品費 　 50,000    30,000     5,000     5,000 10,000
　減価償却費⁂    50,000    20,000     5,000    15,000 10,000
　減価償却費⁂⁂    20,000
　 　合　計   230,000    80,000    30,000    60,000 40,000
　内減価償却費⁂⁂    20,000
　　 総原価   480,000
注）減価償却費⁂：計画的に計上される減価償却費
　　減価償却費⁂⁂：計画外の減価償却費
Coenenbergによれば，製品 1単位当たりの製造原価の計算に際しては， 2 つの極端な場合が
想定さている42。つまり，一方では製造原価の範囲を直接費のみに限定した場合，製品 1単位当





たりの各単価である 80，30 と 60 が加算され，その結果として 420 となる。これらの 2つの場合


































































































す54 とすれば，一方では前掲の図表 1における項目番号 1～3 により計算される収益から項目番
号 5～8 により計算される費用を控除して求められる損益が総原価法の本質的部分であり，他方





































































































である。BilMoG制定前・直後と BilRUG制定後とでの相違が生じている部分は項目番号 14 以降













































BilMoG制定前の第 255 条第 2項及び第 3項の規定によれば，製造原価の構成要素について，
計上を義務付けられている要素，計上が禁止されている要素および計上の可否についての選択権
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が認められている要素という 3種類の計算要素が存在していたことは前章において既に確認した
通りである。それでは，BilMoG制定後の同項では，これらの計算要素はどのように位置づけら
れているのであろうか。特に，第 255 条第 2 項の規定にみられる重要な変更点として Kütingが
列挙している事項67 から特に商法上の製造原価に関連するものを抽出すれば，概ね次のような内
容となる。












































BilMoG前 HGB BilMoG後 HGB
個別費
　材料費 義務 義務 義務 義務
　製造費 義務 義務 義務 義務
　製造特別費 義務 義務 義務 義務
共通費
　材料共通費 選択権 義務 義務 義務
　製造共通費 選択権 義務 義務 義務
　 固定資産の価値費消分 選択権 義務 義務 義務
　 材料・製造の管理費 選択権 義務 義務 義務
　一般管理費 選択権 選択権 選択権 禁止
　企業の福利施設費 選択権 選択権 選択権 関与に応じて選択権
　任意の福利給付費 選択権 選択権 選択権 関与に応じて選択権










　販売費 禁止 禁止 禁止 禁止
　研究費 禁止 禁止 禁止 禁止
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ることができる。



















































ンラーメン（Industrie-Kontenrahmen :以下 IKR）74 に採り入れられていた。その後の BiRiLiG制
定により売上原価法はいわば後付けの方法として新たに追加されて，総原価法と対等の位置づけ
となり，BilMoGの制定による影響を受けることなくそのまま今日に至っている。
他方では 2009 年 5 月 29 日に発効した BilMoGの制定前には，既に 2002 年 10 月 16 日付の
「正規の会計の諸原則」がドイツ会計基準委員会（Deutsches Rechnungslegungs Standards 
































































































































2　この期間中に制定された会計関連法規としては，KonTraG, KapAEG, StückAG, EuroEG, KapCoRiLiG, 
BilReG, BilKoG, BilMoGがある。
3　2013 年 6 月 29 日付の新たな「Richtlinie（指令）2013/34/EU」 によって，この新 EU会計指令がそれまで
の EU第 4号指令および第 7号指令と差し替えられることとなり，これにより第 4号指令および第 7号指
令は廃止された（ Amtsblatt der Europäischen Union， 第 57 巻，2013 年 6 月 29 日　L182/26 頁の第 53
項）。
4　Theodor Siegel, Wahlrecht （Ulrich Leffson, Dieter Rückle, Bernhard Großfeld（編）, Handwörter-buch 







7　Claussen, Carlsten P./Scherrer, Gerhard, Kölner Kommentar zum Rechnungslegungsrecht 第 238 条～第
342e条，Köln　2011 年，841 頁。
8　論文では，ドイツ商法の条文は IDWにより毎年出版されているWirtschaftsgesetze nach Änderung 
durch das Bilanzrichtlinien-Gesetzの初版（1986 年）以降，必要に応じて途中の改定版および最新版（35
版）を参照し，該当する条文を訳出している。
9　選択権については別の機会に既に考察している。奥山茂，「ドイツ会計指令法の選択権の成因─ EU会計
指令との関連を中心として─」（経済貿易研究〔神奈川大学経済貿易研究所年報〕第 27 号，1-15 頁所
収），および奥山茂，「ドイツ会計指令法における選択権の類型化─比較可能性原則との整合性に関連して







11　Weber-Braun, Elke, Umsetzung der Richtlinien in den EU-Mitgliedstaaten （Küting, Karlheinz / Weber, 
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Claus-Peter, Handbuch der Rechnungslegung; Kommentar  zur  Bilanzierung und Prüfung  Band Ⅰ a  第４
版，  Stuttgart 1995 年，  3-24 頁所収），10 頁。なお，ドイツ商法における不確定の法概念としての選択権
の成因については，別の機会にすでに考察している，奥山茂，「ドイツ会計指令法の選択権の成因─ EU
会計指令との関連を中心として─」〔前掲〕1-15 頁。
12 　例えば，ドイツ商法に見出される個別決算の評価規定に関連する選択権として，商法第 284 条に関連し
て法律上の選択権が発生する規定には以下のようなものが存在していた。
　第 240 条第 3項（固定価値による評価），同条第 4項（加重平均値による評価），第 247 条第 3項および第
273 条（準備金部分を有する特別項目の評価），第 249 条第 2 項第 1 文（年金給付引当金の不計上），第
249 条第 1 項第 3文（費用性引当金の計上），第 250 条第 1 項第 2文および同条第 2項（前払物品税と前
払売上税のための借方への繰延項目の計上，社債発行差金の計上），第 253 条第 2項第 3文（継続しない
価値低下が予想される場合の長期投資資産の償却），第 253 条第 3項第 3文（価値変動による流動資産の
償却），第 254 及び第 279 条第 2項（税法により認められている減価償却），第 255 条第 2項第 3・４文お
よび同条第 3項（共通原価・他人資本利息の製造原価への算入），第 255 条第 4 項（営業権・暖簾の計
上），第 256 条（評価簡略化方式の適用），第 269 条および第 274 条第 2項（貸借対照表上の補助項目の使





　　　① 商法第 250 条第 3項：負債の返済額が発生時の価額を超える場合の差額を前払費用として計上する
ことができる。
　　　② 商法第 255 条第 4項：事業の取得に支出した対価と取得日における当該企業の正味資産の金額との
差額をのれんとして計上することができる。







　　　④ 商法第 249 条第 2項：決算日において発生の可能性があるか，あるいは発生が確実ではあってもそ
の発生金額・時点が不確定な費用のための引当金を計上することができる。
　　　⑤ 商法第 269 条：企業の設立・拡張費の繰延計上することができる。











13　例えば，2019 年時点の第 267 条第 1 項の規定に従って，当該規定に定められている 3 つの規模基準
「選択権」規定にみるドイツ商法会計の意図　　127
（①貸借対照表総額 600 万ユーロ，②決算日前 12 か月間の売上高 1,200 万ユーロ，③年間平均従業員数 50
名）のうち少なくとも 2つを超過しない場合には，小規模資本会社と認められる。また，同条第 2項の規
定に従って，上記の 3つの規模基準のうち少なくとも 2つを超過し，かつ当該規定に定められている 3つ
の規模基準（①貸借対照表総額 2,000 万ユーロ，②決算日前 12 か月間の売上高 4,000 万ユーロ，③年間平
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